
 第1章 倫理の保持を図るための啓発活動等
倫理法は、かつて、幹部公務員を中心に不祥事が続発し、厳しい社会的批判を招いたことを
背景として、職務の執行の公正さに対する国民の疑惑や不信を招くような行為を防止すること
により、公務に対する国民の信頼を確保することを目的として、議員立法により、平成11年8
月に制定され、平成12年4月から全面施行された。
倫理法は、職員が遵守すべき職務に係る倫理原則を定めるとともに、職員の職務に係る倫理
の保持に関する事務を行う機関である倫理審査会の設置、倫理原則を踏まえて職員の倫理の保
持に必要な事項を定める政令（倫理規程）の制定、職員と事業者等との接触について透明性を
確保するための各種報告制度等（報告のルール）について規定している。
また、倫理規程は、倫理法の倫理原則を受けた倫理行動規準を定めるとともに、許認可等の
相手方や、補助金等の交付を受ける者等の職員の職務と利害関係を有する者の範囲を明確に定
め、職員が利害関係者から贈与や接待を受けることなど、国民の疑惑や不信を招くような行為
の禁止・制限等の「行動のルール」について規定している。

倫理保持の枠組み

倫理行動規準

行動のルール

倫理審査会
倫理監督官（各省事務次官等）

報告のルール

1  倫理制度の周知徹底、広報活動
倫理法・倫理規程の適正な運用を確保するためには、その内容が、これらの法令の適用を受
ける職員のみならず、これらの職員と接触する民間企業等の事業者等に十分理解されることが
重要である。そのため、倫理審査会は、平成26年度において、次のような施策を実施した。
（1）各府省等との会議や懇談会の開催

各府省の本省の倫理事務担当者等を集めた会議を年度当初に開催し、前記の三つの主要
な施策を説明するとともに、具体的取組として、各府省における啓発活動の紹介、倫理研
修の計画的な実施に関する指導、職員の職務に係る倫理の保持のための通報制度の活用の
推進に関する指導等を行った。
また、国家公務員倫理週間を前にした10月から11月にかけて、3回に分けて、各府省
の官房長等を対象とした懇談会を開催し、倫理の遵守状況や倫理保持のための取組状況等
について意見聴取を行うとともに、今後の課題等について意見交換を行い、また、必要な
指導等を行った。
さらに、今年度から公務員倫理セミナーの開催に併せて、地方機関の長等を対象とした
懇談会を開催し、倫理の遵守状況や倫理保持のための取組状況等について意見聴取を行う
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とともに、今後の課題等について意見交換を行った。
（2）国家公務員倫理週間における啓発活動

平成14年度から毎年実施している「国家公務員倫理週間」（12月1日から7日までの1週
間）に際し、公募作品の中から採用した標語「倫理の輪広げて勝ち取る信頼感」を用いた
啓発用ポスターやパンフレットを作成し、各府省等のほか、全国の地方公共団体、経済団
体等への配付を行った。また、一般職の国家公務員を対象として、元衆議院議員で元在チ
リ共和国特命全権大使の小川元氏による講演会（テーマ「国家公務員倫理法；立法までの
経緯を振り返って」）を開催した。その他、公務員倫理に反すると疑われる行為に係る情
報提供を受け付ける「公務員倫理ホットライン」の周知徹底、倫理監督官による公務員倫
理に関する講話や、公務員倫理に関する自らの考えをメールにより全職員に直接送ること
などの要請等を行った。

（3）民間企業等への広報活動
国家公務員と接触する機会のある民間企業に対して倫理法・倫理規程の周知及び理解の
促進を図るため、全国の経済団体等52団体を訪問して、倫理法・倫理規程のポイントを
説明し、会員企業に対するパンフレットの配付、機関誌やホームページへの倫理週間の記
事の掲載など、民間企業に対する広報活動への協力の依頼等を行った。訪問していないい
くつかの団体に対しても、郵送により、機関誌等への倫理週間の記事の掲載を依頼した。
この結果、合計66団体の機関誌等に倫理週間等の記事が掲載された。
また、地方公共団体に対して地方公共団体をめぐる倫理法等違反事例等に係る広報資料
を配付し、周知、広報活動を行った。

倫理週間ポスター 倫理週間をPRする垂れ幕、電光掲示板

2  職員の職務に係る倫理の保持のための研修
倫理審査会は、倫理法第11条第4号の規定により、職員の職務に係る倫理の保持のための研
修に関する総合的企画及び調整を行うほか、自ら実施することが適当と認められる研修につい
ては、これを計画し、実施することとされている。
これを受けて、平成26年度においては、次のような施策を実施した。
（1）倫理制度説明会の実施

倫理制度の周知徹底及び各府省における倫理研修指導者の養成を目的として、各府省等
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の本省の倫理事務担当者、地方機関の人事担当者等を対象とした倫理制度説明会を全国
10か所において開催し、各府省等における集合研修用倫理研修教材として開発した「研
修教材パッケージ「公務員倫理」」のデモンストレーションや、「国家公務員倫理法の調
査・懲戒手続マニュアル」に沿った調査及び懲戒手続の留意点等の説明を行った（参加者
計525人）。

（2）公務員倫理セミナーの開催
各府省等の地方機関の職員、それらの職員と接する機会のある地方公共団体や民間企業
等の職員を対象として、新潟市及び岡山市において、公務員倫理セミナーを開催した。新
潟市においてはTMI総合法律事務所顧問で同志社大学法科大学院教授の松山隆英氏、岡
山市においてはフリージャーナリストの入野和生氏による広い意味の公務員倫理に関する
講演を実施した。また、倫理審査会事務局職員による制度説明を実施した（参加者　新潟
市：103人、岡山市：126人、合計229人）。

公務員倫理セミナーの講演の様子（左：新潟市、右：岡山市）

松山隆英氏
（TMI総合法律事務所顧問、同志社大学法科大学院教授）

入野和生氏
（フリージャーナリスト）

（3）ケーススタディ用DVD研修教材の開発・配付等
事例研究用教材として、最近問題となっ
た事例、職員が判断に迷う事例や対応に困
る事例などを取り入れたケーススタディ用
DVD研修教材（Vol.9）を作成し、各府省
等に配付した。
また、「国家公務員倫理教本」や各種パ
ンフレットの改訂・配付等も行った。

倫理審査会作成の研修教材、パンフレット等
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3  倫理制度に関する意見聴取
倫理審査会では、倫理の保持の施策の参考とするため、倫理制度や公務員倫理をめぐる諸問
題について、各界から幅広く意見を聴取しており、また、各府省等における倫理法・倫理規程
の運用実態、倫理法・倫理規程に対する要望等の把握にも努めている。
（1）有識者との懇談会等

倫理審査会では、倫理法・倫理規程が施行されて以降、各界の有識者から、国家公務員
の倫理の保持の状況や倫理制度に対する評価、倫理の保持のための施策などについての意
見聴取を続けており、平成26年度においては、東京都及び高松市において、企業経営者、
学識経験者、報道関係者、地方自治体の長といった各界の有識者と倫理審査会の会長や委
員との懇談会を開催した。また、前記のとおり各府省官房長等との懇談会及び地方機関の
長等との懇談会を開催し、各府省における倫理法・倫理規程の運用状況や業務への影響、
倫理法・倫理規程に対する要望事項などを聴取した。
さらに、今年度は特別職の各倫理審査会との懇談会を開催し、各機関における倫理保持
の状況等や各倫理審査会相互の連携等について意見聴取を行うとともに、今後の課題等に
ついて意見交換を行った。

＜有識者との懇談会における主な意見＞
【東京都】
●　倫理法の施行当初と比べ、最近は公務員倫理についてあまり話題に上らなくなってお
り、公務員倫理をめぐる状況は落ち着いてきているのではないか。倫理法によって国家
公務員の世界に新しい常識が定着したということであろう。倫理法・倫理規程が定める
ルール以上に厳しく自らの身を律している職員も多いのではないか。
●　国家公務員は一生懸命仕事をしており、また、東日本大震災の際には給与減額支給措
置が2年間実施された。国家公務員の不祥事をきっかけとして倫理法が成立した頃と比
べて、国家公務員に対する国民の理解はあるといってよいのではないか。
●　現在の倫理規程には禁止事項が多く書いてあるが、今後は、不祥事というマイナス要
因をなくすことに加えて、このようなことをすべきというプラス要因を作っていく方向
にシフトすべきである。モラルが高い職場では不祥事は起こらない。モラルを高くする
ための前向きなメッセージを示すことが必要ではないか。
●　国家公務員が倫理法・倫理規程のルールの下で適切に活動しているということを広く
一般の国民に対して周知することが重要ではないか。特に、公務員志望の者など若い世
代が学ぶ機会を設けることで、世の中に浸透していくのではないか。
●　良い意味で通報窓口が活用されるようになるためには、職員が疑問に思ったことをた
めらうことなく相談できるような窓口であるべきである。

【高松市】
●　組織の腐敗を防ぐためには、上司の理不尽な指示を部下が拒否し、たしなめることが
できる風通しの良い組織を作ることが必要である。これには上司の姿勢が重要であるの
で、是非、公務の各職場で上司が主導してそのような職場を作っていただきたい。
●　通報制度が十分に活用されていない原因として、公務員の仲間意識があるのではない
か。だが、職員が仲間意識だけを重視していると、思わぬ形で不正に手を染めたり、不
利益をこうむるおそれがある。仲間意識の殻を破るような研修や自己啓発を行う必要が
ある。
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●　組織が社会に貢献するためのミッションを組織の個々人に明示し、徹底することで、
ミッションを達成するためにはどのように行動すればよいかという倫理感が個々人に生
ずるのではないか。
●　公務員倫理制度については、公務員は悪いことをするからそのような制度を作る必要
があるという性悪説的な捉え方をされている場合があるが、正しいことをしている人が
正しいことを言えるための制度であるという性善説に立った捉え方を公務員自身がする
必要があるのではないか。

（2）各種アンケート調査結果
倫理審査会では、倫理保持のための施策の企画等に活用するため、例年、各種アンケー
ト調査を実施している。平成26年度におけるその結果の概略は、次のとおりである。

・市民アンケート
国民各層から年齢・性別・地域等を考慮して抽出した1,000人を対象に、平成26年11
月に実施（アンケートリサーチ業者を通じて実施）
・有識者モニターアンケート
倫理審査会が公務員倫理モニターとして委嘱した各界の有識者200人（企業経営者、
学識経験者、マスコミ関係者、地方自治体の長、労働団体関係者、市民団体関係者、弁
護士等）を対象に平成26年11月から12月にかけて実施（回答数196（回答率98.0％））
・民間企業アンケート
東京、名古屋各証券取引所（1部、2部）上場企業2,423社を対象に平成26年7月に実
施（回答数805（回答率33.2％））
・職員アンケート
一般職の国家公務員のうち、本府省、地方機関の別、役職段階等を考慮して抽出した
5,000人を対象に平成26年7月に実施（回答数4,342（回答率86.8％））

ア　国家公務員の倫理感についての印象（市民・有識者モニター・民間企業・職員アン
ケート結果）
「国家公務員の倫理感の印象」について質問したところ、好意的な見方をしている
者（「倫理感が高い」又は「全体として倫理感が高いが、一部に低い者もいる」と回
答した者）の割合は、市民アンケートでは54.1％、有識者モニターアンケートでは
83.6％、民間企業アンケートでは67.3％、職員アンケートでは85.4％であった。一方、
厳しい見方をしている者（「全体として倫理感が低いが、一部に高い者もいる」又は
「倫理感が低い」と回答した者）の割合は、市民アンケートでは17.3％、有識者モニ
ターアンケートでは4.6％、民間企業アンケートでは6.7％、職員アンケートでは3.1％
であった。
好意的な見方をしている者の割合は、職員アンケート、有識者モニターアンケー
ト、民間企業アンケート、市民アンケートの順で高い結果であることは例年の傾向で
ある。また、今年度はいずれのアンケートにおいても、前回調査より好意的な見方を
している者が増えており、国家公務員の倫理感についての印象は向上する結果となっ
た（図1）。
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図1 　一般職の国家公務員の倫理感について、現在、どのような印象をお持ちですか。
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イ　国家公務員への期待（市民・有識者モニター・民間企業アンケート結果）
「国家公務員に対する期待」について質問したところ、国家公務員の仕事への取組
について期待する見方をしている者（「大いに期待している」又は「ある程度期待し
ている」と回答した者）の割合は、市民アンケートでは54.3％、有識者モニターアン
ケートでは94.4％、民間企業アンケートでは83.3％であった。
一方、期待できないとする見方をしている者（「あまり期待していない」又は「全
く期待していない」と回答した者）の割合は、市民アンケートでは24.3％、有識者モ
ニターアンケートでは2.6％、民間企業アンケートでは4.9％であった。
有識者モニターアンケートや民間企業アンケートの方が市民アンケートに比べて期
待する見方をしている者の割合が高いのは、アと同様に例年の傾向である（図2）。

図2 　あなたが一般職の国家公務員の仕事への取組について感じているお気持ちをお選びください。
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ウ　倫理規程で定められている行為規制に対する印象（市民・有識者モニター・民間企
業・職員アンケート結果）
「倫理規程で定められている行為規制の印象」を質問したところ、「妥当である」と
回答した者の割合は、市民アンケートでは61.4％、有識者モニターアンケートでは
69.2％、民間企業アンケートでは78.4％、職員アンケートでは72.3％と、いずれのア
ンケート結果においても回答全体の6割を超えた。
また、「厳しい」又は「どちらかといえば厳しい」と回答した者の割合は、有識者
モニターアンケートが26.1％と最も高く、次いで職員アンケート（23.1％）、市民アン
ケート（13.8％）、民間企業アンケート（12.2％）の順となった。一方、「どちらかと
いえば緩やかである」又は「緩やかである」と回答した者の割合は、市民アンケート
が17.9％と最も高く、次いで、民間企業アンケート（7.0％）、有識者モニターアン
ケート（4.2％）、職員アンケート（2.9％）という結果となった。これらの結果は、お
おむね例年と同様であり、行為規制の内容が幅広く受け入れられているのではないか
と考えられる（図3）。

図3 　倫理規程で定められている行為規制の内容全般について、どのように思いますか。
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エ　行政と民間企業等との間の情報収集等への支障（市民・有識者モニター・民間企
業・職員アンケート結果）
「倫理法・倫理規程があるため、職務に必要な行政と民間企業等との間の情報収集、
意見交換等に支障が生じていると思うか」について質問したところ、いずれのアン
ケートにおいても、「あまりそう思わない」又は「そう思わない」と回答した者の割
合（市民アンケート57.7％、有識者モニターアンケート63.1％、民間企業アンケート
73.4％、職員アンケート55.9％）が、「そう思う」又は「ある程度そう思う」と回答し
た者の割合（市民アンケート27.3％、有識者モニターアンケート33.8％、民間企業ア
ンケート16.2％、職員アンケート32.0％）を大きく上回る結果となった（図4）。
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図4 　現在、倫理法・倫理規程があるため、職務に必要な行政と民間企業等との間の情報収集、
意見交換等に支障が生じていると思いますか。
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オ　倫理に関する研修の受講状況（職員アンケート）
職員に対して、公務員倫理に関する内容がカリキュラムに組み込まれている研修等
に最後に参加してからどのくらいの期間が経過しているか質問したところ、1年未満
とする回答が62.6％であり、1年以上3年未満と回答した者を加えると、83.6％に達し
ており、多くの職員が比較的高い頻度で研修を受講していることがうかがえる結果と
なった。ただし、5年以上又は一度も受講したことがないと回答した者も、10.3％と
依然として一定割合いる結果ともなった（図5）。

図5 　あなたが公務員倫理に関する研修等に最後に参加してからどのくらいの期間が経過してい
ますか。なお、ここでいう「研修等」には、公務員倫理に関する内容がカリキュラムの一
部に組み込まれているもの、自習研修教材やセルフチェックシート等を使用してeラーニン
グ等により職員が個別に受講するもの、説明会、講演会、DVD教材の視聴等を含みます。

62.6% 21.0% 6.1% 7.2% 3.1%（n=4,331）

1年未満 1年以上3年未満 3年以上5年未満 5年以上

一度も受講したことがない

0 20 40 60 80 100（%）

カ　通報窓口の認知度（職員アンケート）
職員に対して、通報窓口を知っているかについて質問したところ、所属府省等の通
報窓口及び倫理審査会の通報窓口（公務員倫理ホットライン）の両方又はいずれかを
知っていた者の割合は80.7％、倫理審査会の通報窓口（公務員倫理ホットライン）を
知っていた者の割合は61.2％であった（図6）。
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図6 　倫理法・倫理規程に関する通報窓口には、各府省等のもの（他の通報制度と一体となっ
ているものを含みます。）と倫理審査会のもの（公務員倫理ホットライン）とがありますが、
このアンケートが届く前にこれらが設けられていることを御存知でしたか。（電話番号まで
知らなくとも、通報窓口が設けられていることだけでも知っていれば「知っていた」ものと
してお答えください。）

49.2% 19.5% 12.0% 19.3%(n=4,340)
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このような各種アンケート調査は、国家公務員の倫理感や倫理規程に定められた行為規
制などに対する各方面の印象や見方など、公務員倫理をめぐる状況の的確な把握に資する
ものであり、倫理審査会としては、今後とも継続的にアンケート調査を実施し、今後の倫
理保持のための施策の企画等に活用していくこととする。

 第2章 倫理法に基づく報告制度の状況
1  報告制度の概要
倫理法では、国家公務員と事業者等との関係の透明性を確保するため、3種類の報告制度を
定めている。各報告制度の概要は、次のとおりである。
（1）贈与等の報告及びその閲覧制度

ア　本省課長補佐級以上の職員は、事業者等から1件につき5,000円を超える贈与等を
受けたときは、各四半期ごとに贈与等報告書を各省各庁の長等に提出しなければなら
ない（倫理法第6条）。
各省各庁の長等は、このうち指定職以上の職員に係る贈与等報告書の写しを倫理審
査会に送付しなければならない。
イ　また、事業者等との間の透明性の確保を通じて不適切な贈与等の防止を図る観点か
ら、贈与等の報告には閲覧制度が設けられており、何人も、1件につき2万円を超え
る贈与等報告書の閲覧を請求できることとされている（倫理法第9条第2項）。

（2）株取引等の報告
本省審議官級以上の職員は、前年において行った株券等の取得又は譲渡について、株取
引等報告書を毎年3月1日から同月31日までの間に各省各庁の長等に提出しなければなら
ない（倫理法第7条）。
各省各庁の長等は、その写しを倫理審査会に送付しなければならない。

（3）所得等の報告
本省審議官級以上の職員は、前年分の所得等について、所得等報告書を毎年3月1日か
ら同月31日までの間に各省各庁の長等に提出しなければならない（倫理法第8条）。
各省各庁の長等は、その写しを倫理審査会に送付しなければならない。

第2章 倫理法に基づく報告制度の状況
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